
                      

健康３－１ 

許認可等の内容 家庭的保育事業等の認可 

根拠法令及び条項 児童福祉法第３４条の１５第２項及び第３項 

担 当 課 幼児保育課 処分権者 市 長 

標準処理期間 
未設定（事実関係の認定に難易差が

あり、設定が困難なため） 
設 定 日 令和７年４月１日 

審 査 基 準 

以下の基準に全て適合すること。（当該認可の申請をした者が社会福祉法人又は学校法人である場合

はアとオに適合すること。） 

ア 鳥取市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年鳥取市条例第

２８号）に適合すること。 

イ 当該家庭的保育事業等を行うために必要な経済的基礎があること。 

ウ 当該家庭的保育事業等を行う者（その者が法人である場合にあっては、経営担当役員（業務を執

行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）とする。）が社会的信望を有すること。 

エ 実務を担当する幹部職員が社会福祉事業に関する知識又は経験を有すること。 

オ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３４条の１５第３項第４号に掲げる基準に該当しな

いこと。 

 

 

 

 

健康３－２ 

 

許認可等の内容 乳児等通園支援事業の認可 

根拠法令及び条項 児童福祉法第３４条の１５第２項及び第３項 

担  当  課 幼児保育課 処分権者 市 長 

標 準 処 理 期 間 
未設定（事実関係の認定に難易差があ

り、設定が困難なため） 
設 定 日 令和７年４月１日 

審 査 基 準 

以下の基準に全て適合すること。（当該認可の申請をした者が社会福祉法人又は学校法人である場

合はアとオに適合すること。） 

ア 鳥取市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和７年鳥取市条例

第６号）に適合すること。 

イ 当該乳児等通園支援事業を行うために必要な経済的基礎があること。 

ウ 当該乳児等通園支援事業を行う者（その者が法人である場合にあっては、経営担当役員（業務

を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）とする。）が社会的信望を有す

ること。 

エ 実務を担当する幹部職員が社会福祉事業に関する知識又は経験を有すること。 

オ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３４条の１５第３項第４号に掲げる基準に該当し

ないこと。 

 

 



                      

健康３－３ 

 

健康３－４ 

 

 

許認可等の内容 家庭的保育事業等の廃止又は休止の承認 

根拠法令及び条項 児童福祉法第３４条の１５第７項 

担  当  課 幼児保育課 処分権者 市 長 

標 準 処 理 期 間 
未設定（事実関係の認定に難易差があ

り、設定が困難なため） 
設 定 日 令和７年４月１日 

審 査 基 準 

家庭的保育事業等の廃止又は休止の承認は、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）

第３６条の３７第１項各号に掲げる事項を具する場合に行うが、承認の原因となる事実について、

個別の事情を総合的に判断して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

許認可等の内容 乳児等通園支援事業の廃止又は休止の承認 

根拠法令及び条項 児童福祉法第３４条の１５第７項 

担  当  課 幼児保育課 処分権者 市 長 

標 準 処 理 期 間 
未設定（事実関係の認定に難易差があ

り、設定が困難なため） 
設 定 日 令和７年４月１日 

審 査 基 準 

家庭的保育事業等の廃止又は休止の承認は、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）

第３６条の３７第１項各号に掲げる事項を具する場合に行うが、承認の原因となる事実について、

個別の事情を総合的に判断して行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

健康３－５ 

許認可等の内容 児童福祉施設（保育所）の設置認可 

根拠法令及び条項 児童福祉法第３５条第４項及び第５項 

担  当  課 幼児保育課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 
未設定（事実関係の認定に難易差があ

り、設定が困難なため） 
設 定 日 令和７年４月１日 

審 査 基 準 

以下の基準に全て適合すること。（ただし、当該認可の申請をした者が社会福祉法人又は学校法人で

ある場合は、アとオに適合すること。） 

ア 鳥取市児童福祉施設の設備及び運営の基準を定める条例（平成２９年鳥取市条例第６８号）及

び鳥取市児童福祉施設の設備及び運営の基準を定める条例施行規則（平成３０年鳥取市規則第１

４号）（これらのうち保育所に係るものに限る。）に適合すること。 

イ 当該保育所を経営するために必要な経済的基礎があること。 

ウ 当該保育所の経営者（その者が法人である場合にあっては、経営担当役員（業務を執行する社

員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）とする。）が社会的信望を有すること。 

エ 実務を担当する幹部職員が社会福祉事業に関する知識又は経験を有すること。 

オ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３５条第５項第４号に掲げられた基準に該当しな

いこと。 

 

 

健康３－６ 

 

許認可等の内容 児童福祉施設（保育所）の廃止又は休止の承認 

根拠法令及び条項 児童福祉法第３５条第１２項 

担  当  課 幼児保育課 処分権者 市 長 

標 準 処 理 期 間 
未設定（事実関係の認定に難易差があ

り、設定が困難なため） 
設 定 日 令和７年４月１日 

審 査 基 準 

児童福祉施設（保育所）の廃止又は休止の承認は、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１

１号）第３８条第１項各号に掲げる事項を具する場合に行うが、承認の原因となる事実について、

個別の事情を総合的に判断して行う。 

 

 

 

 

 

 



                      

 

健康３－７ 

 

健康３－８ 

許認可等の内容 幼保連携型認定こども園の設置認可 

根拠法令及び条項 
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第１

７条第１項及び第２項 

担  当  課 幼児保育課 処 分 権 者 市  長 

標 準 処 理 期 間 
未設定（事実関係の認定に難易差があ

り、設定が困難なため） 
設 定 日 令和７年４月１日 

審 査 基 準 

(1) 鳥取市認定こども園に関する条例（平成２９年鳥取市条例第６９号）別表第２及び鳥取市認定こ

ども園に関する条例施行規則（平成３０年鳥取市規則第１５号）別表第２に適合すること。 

(2) 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７

７号）第１７条第２項各号に掲げる基準に該当しないこと。 

許認可等の内容 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定 

根拠法令及び条項 
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第３

条第１項及び第５項 

担  当  課 幼児保育課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 
未設定（事実関係の認定に難易差があ

り、設定が困難なため） 
設 定 日 令和７年４月１日 

審 査 基  

以下の基準に全て適合すること。（ただし、当該認可の申請をした者が社会福祉法人又は学校法人で

ある場合は、アとオに適合すること。） 

ア 鳥取市認定こども園に関する条例（平成２９年鳥取市条例第６９号。以下「条例」という。）別

表第１及び鳥取市認定こども園に関する条例施行規則（平成３０年鳥取市規則第１５号。以下「規

則」という。）別表第１に適合すること。 

イ 条例別表第１及び規則別表第１で定める要件に適合する設備又はこれに要する資金及び当該申

請に係る施設の経営に必要な財産を有すること。 

ウ 当該申請に係る施設を設置する者（その者が法人である場合にあっては、経営担当役員（業務

を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）とする。）が当該施設を経営す

るために必要な知識又は経験を有すること。 

エ 当該申請に係る施設を設置する者が社会的信望を有すること。 

オ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第

７７号）第３条第５項第４号に掲げる基準に該当しないこと。 

 



                      

健康３－９ 

 

健康３－１０ 

 

 

許認可等の内容 幼保連携型認定こども園の廃止又は休止の認可 

根拠法令及び条項 
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施

行規則第１７条第１項 

担  当  課 幼児保育課 処分権者 市 長 

標 準 処 理 期 間 
未設定（事実関係の認定に難易差があ

り、設定が困難なため） 
設 定 日 令和７年４月１日 

審 査 基 準 

幼保連携型認定こども園の廃止又は休止の認可は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的

な提供の推進に関する法律施行規則（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第２号）第１

７条第１項各号に掲げる事項を具する場合に行うが、認可の原因となる事実について、個別の事情

を総合的に判断して行う。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

許認可等の内容 特定教育・保育施設の確認 

根拠法令及び条項 子ども・子育て支援法第３１条第１項 

担  当  課 幼児保育課 処分権者 市 長 

標 準 処 理 期 間 
未設定（事実関係の認定に難易差があ

り、設定が困難なため） 
設 定 日 令和７年４月１日 

審 査 基 準 

(1) 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３４条第１項各号に掲げる教育・保育施

設の区分に応じ、当該各号に定める基準が遵守されていること。 

(2) 鳥取市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成

２６年条例第２７号）に定める基準（特定教育・保育施設に係るものに限る。）に適合すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

健康３－１１ 

 

健康３－１２ 

 

許認可等の内容 特定地域型保育事業者の確認 

根拠法令及び条項 子ども・子育て支援法第４３条第１項 

担  当  課 幼児保育課 処分権者 市 長 

標 準 処 理 期 間 
未設定（事実関係の認定に難易差があ

り、設定が困難なため） 
設 定 日 令和７年４月１日 

審 査 基 準 

(1) 鳥取市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準を定める条例（平成２６年条例第３４号）に

定める基準が遵守されていること。  

(2) 鳥取市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（平成

２６年条例第２７号）に定める基準（特定地域型保育事業者に係るものに限る。）に適合するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

許認可等の内容 特定子ども・子育て支援施設等の確認 

根拠法令及び条項 子ども・子育て支援法第５８条の２ 

担  当  課 幼児保育課 処分権者 市 長 

標 準 処 理 期 間 
未設定（事実関係の認定に難易差があ

り、設定が困難なため） 
設 定 日 令和７年４月１日 

審 査 基 準 

(1) 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第５８条の４第１項

各号に掲げる子ども・子育て支援施設等（法第７条第１０項に規定する子ども・子育て支援施設

等をいう。）の区分に応じ、当該各号に定める基準が遵守されていること。 

(2) 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に

関する基準に定める基準（平成２６年内閣府令第３９号）（特定子ども・子育て支援施設等に係

るものに限る。）に適合すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


